別記様式第１号（その２）（第７条関係）

（共同企業体用）
年　　月　　日　
電子契約利用申出書兼メールアドレス届出書

可児市長　様
	共同企業体名称
	


※　契約書の受注者欄と同一の名称を記載してください。

下記契約案件について、電子契約サービスを利用して可児市と契約を締結することを申し出ます。また、契約締結に利用するメールアドレスを次のとおり届け出ます。
	契約件名
	契約番号
	

	
	件名
	

	申出者

（受注者）

代表構成員
	契約締結権者
	役職
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	事務担当者
	部署名
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	
	電話番号
	

	申出者

（受注者）

その他構成員
	契約締結権者
	役職
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	事務担当者
	部署名
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	
	電話番号
	

	申出者

（受注者）

その他構成員
	契約締結権者
	役職
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	事務担当者
	部署名
	

	
	
	氏名
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　@

	
	
	電話番号
	


※　契約締結権者のメールアドレスは、御社において契約締結権限のあるメールアドレスを記載してください。記載されたメールアドレスをもって行った電子署名は、契約締結権限者による意思表示とみなします。
※　事務担当者欄は、この契約事務を担当する方を記載してください。事務担当者のメールアドレスが契約締結権者のものと同一の場合は、「同上」と記載してください。
※　設定いただくメールアドレスは共有のアドレスでも構いませんが、案件に関係のない人物が承認をしてしまう場合もありえますので、個人メールアドレスの利用を推奨しています。
※　メールアドレスは、半角で記載してください。
※　「フリーメール」及び「携帯電話各社のキャリアメール」以外のメールアドレスの利用を推奨しています。
【留意事項】
１　本書は押印不要です。電子メール等により提出してください。
２　申出書は契約ごと（変更契約の場合を含みます。）に提出してください。複数の案件で電子契約の利用を希望する場合でも、案件ごとに提出が必要です。
３　電子契約による契約は、紙の契約書による契約と契約条件・効力に相違はありません。なお、契約締結後は、電子署名が付与された電子契約書の電子データが原本となり、印刷した紙は写しとなります。
４　工事請負契約においては、この申出及びその応答をもって、建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第５条の５第１項の規定による「電磁的措置の種類及び内容の提示」及び「その承諾」とします。類似規定のある他の法令が適用される契約においても、同様とします。
５　記載内容に変更があった場合には、速やかに、電子契約利用申出書兼メールアドレス届出書（変更届）により届け出てください。
【契約保証について】
契約保証を要する契約（500万円以上の工事請負契約）の場合は、保証の方法を選択してください。
	契約（履行）
保証の種類
	☐　保証事業会社（　東日本建設業保証（株）等）の保証
☐　金融機関（銀行等）の保証
☐　現金納付
☐　履行保証保険契約又は公共工事履行保証契約
☐　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


【電子保証について】
契約保証で保証事業会社の保証を利用する場合、いずれかにチェックしてください。
	☐　電子保証を利用する
☐　電子保証を利用しない


※　可児市で電子保証が利用できるものは、日本電子認証株式会社「保証確認サービス D-sure」に対応しているものに限ります。
※　電子保証を利用する場合は、「保証契約番号・認証キー」が記載された書類を電子メール等に添付して提出してください。（保証に関する手続を完了するためには、「保証契約番号・認証キー」が記載された書類の提出が必須です。）
※　電子保証を利用しない場合は、保証証券（紙）を可児市役所管財検査課に持参してください。
※　保証が確認できないときは契約書を送付しませんのでご注意ください。
各種書類のメールでの提出時は、メールの件名に「契約番号」と「件名」を入れて送信してください。（例：1-100　市道１号線舗装修繕工事の利用申出書の提出について）
送付先アドレス　keiyaku@city.kani.lg.jp
